
4

18,915,364

0

Ｒ

資産形成充当財源（

4

調達源泉別） 1,92

Ｆ

8,693 Ｓ

税収 7,

＝

249,204

社会保

Ｄ

険料 369,589

移

＋

転収入 6,310,3

Ｅ

56

公債等 8,615

資

,409

その他の財源

金

の調達 △23,785

1

,896

評価・換算差

0

額等 3,170,03

,

0 ← ＮＷＭより

少数株

4

主持分 0 Ｔ

その他の純

8

資産 279,576,

2

084 Ｕ

開始時未分析

,

残高 279,576,

7

084

その他純資産 0

5

純資産合計 300,4

0

20,143 Ｖ＝Ｒ＋

Ｅ

Ｓ＋Ｔ＋Ｕ

負債・純資

←

産合計 434,836

Ｃ

,303 Ｗ＝Ｑ＋Ｖ

Ｆより

金融資産（資金を除く） 22,469,656 Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

債権 11,334,292 Ａ

税等未収金 6,696,287

未収金 3,761,251

貸付金 235,773

その他の債権 387,239

(控除)貸倒引当金 253,742

有価証券 114,153 Ｂ

投資等 11,021,210 Ｃ

出資金 228,333

基金・積立金 10,230

【

,383

財政調整基金

様

3,722,185

減

式

債基金 0

その他の基金

第

・積立金 6,508,

6

198

その他の投資 5

号

62,494

２．非金

】

融資産 401,883

平

,900 Ｍ＝Ｊ＋Ｋ＋

成

Ｌ

事業用資産 152,

２

899,633 Ｊ＝Ｇ

５

＋Ｈ＋Ｉ

有形固定資産

年

142,541,36

度

8 Ｇ

土地 89,678

　

,478

立木竹 28,

小

559

建物 47,71

田

9,719

工作物 76

原

5,383

機械器具 1

市

,811,583

物品

　

616,400

船舶 0

連

航空機 0

その他の有形

結

固定資産 1,293,

貸

812

建設仮勘定 62

借

7,435

無形固定資

対

産 1,479,957

照

Ｈ

地上権 1,192,

表

819

著作権・特許権

（

0

ソフトウェア 11,

B

361

電話加入権 70

S

0

のれん 0

その他の無

)

形固定資産 275,0

（

77

棚卸資産 8,87

平

8,308 Ｉ

インフラ

成

資産 248,984,

2

267 Ｋ

公共用財産用

6

地 100,934,3

年

52

公共用財産施設 1

 

43,845,564

3

その他の公共用財産 3

月

,077,847

公共

 

用財産建設仮勘定 1,

3

126,504

繰延資

1

産 0 Ｌ

資産合計 434

日

,836,303 Ｎ＝

現

Ｆ＋Ｍ

【負債の部】

１

在

．流動負債 13,71

）

5,218 Ｏ

未払金及

（

び未払費用 1,560

単

,126

前受金及び前

位

受収益 2,247

引当

：

金 809,274

賞与

千

引当金 809,274

円

預り金（保管金等） 1

）

,140,815

公債

【

（短期） 4,231,

資

230

短期借入金 6,

産

526,188

その他

の

の流動負債 △554,

部

663

２．非流動負債

】

120,700,94

１

5 Ｐ

公債 104,54

．

5,253

借入金 1,

金

923,438

責任準

融

備金 0

引当金 11,4

資

85,884

退職給付

産

引当金 11,297,

3

434

その他の引当金

2

188,450

負のの

,

れん 0

その他の非流動

9

負債 2,746,37

5

1

負債合計 134,4

2

16,163 Ｑ＝Ｏ＋

,

Ｐ

【純資産の部】

財源



費用 54,641,439 Ｅ＝Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ

①人件費 20,742,749 Ａ

議員歳費 155,669

職員給料 11,493,498

賞与引当金繰入 960,268

退職給付費用 932,109

その他の人件費 7,201

【

,208

②物件費 11

様

,296,219 Ｂ

消

式

耗品費 826,259

第

維持補修費 2,454

7

,269

減価償却費 3

号

,666,089

その

】

他の物件費 4,349

平

,603

③経費 11,

成

191,641 Ｃ

業務

２

費 67,453

委託費

５

7,890,900

貸

年

倒引当金繰入 696,

度

952

その他の経費 2

　

,536,339

④業

小

務関連費用 11,41

田

0,824 Ｄ

公債費（

原

利払分） 1,936,

市

032

借入金支払利息

　

105,115

資産売

連

却損 0

のれん償却額 0

結

その他の業務関連費用

行

9,369,680

２

政

．移転支出 57,08

コ

9,576 Ｆ

①他会計

ス

への移転支出 0

②補助

ト

金等移転支出 41,2

計

15,818

③社会保

算

障関係費等移転支出 1

書

5,436,522

④

（

その他の移転支出 43

P

7,236

経常費用合

L

計（総行政コスト） 1

）

11,731,016

（

Ｇ＝Ｅ+Ｆ

【経常収益

自

】

経常業務収益 28,

平

771,391 Ｊ＝Ｈ

成

+Ｉ

①業務収益 28,

２

144,459 Ｈ

自己

５

収入 27,946,7

年

78

その他の業務収益

　

197,681

②業務

４

関連収益 626,93

月

3 Ｉ

受取利息等 10,

　

550

資産売却益 0

負

１

ののれん償却額 0

その

日

他の業務関連収益 61

 

6,383

経常収益合

至

計 28,771,39

平

1 Ｋ＝Ｊ

【少数株主利

成

益（または少数株主損

２

失）】 0 Ｌ

純経常費用

６

（純行政コスト） △8

年

2,959,624 Ｍ

　

＝(Ｋ-Ｇ)-Ｌ → Ｎ

３

ＷＭへ

月　３１日）

（単位：千円）

【経常費用】

１．経常業務



8,006 9,658,006

③移転収入 42,055,053 42,055,053 42,055,053

他会計からの移転収入 △200,000 △200,000 △200,000

補助金等移転収入 26,286,579 26,286,579 26,286,579

国庫支出金 19,559,438 19,559,438 19,559,438

都道府県等支出金 6,727,403 6,727,403 6,727,403

市町村等支出金 △262 △262 △262

その他の移転収入 15,968,473 15,968,473 15,968,473

④その他の財源の調達 9,946,809 9,946,809 9,946,809

固定資産売却収入（元本分） 426,140 426,140 426,140

長期金融資産償還収入（元本分） 154,582 154,582 154,582

その他財源調達 9,366,087 9,366,087 9,366,087

Ⅱ．資産形成充当財源変動の部 1,997,757 0 880,092 2,254,068 △3,552,309 △12 1,579,597 1,579,597

１．固定資産の変動 1,997,757 0 878,390 2,254,068 △4,41

【

4,432 715,7

様

83 715,783

①

式

固定資産の減少 0 0 0

第

0 △12,035,5

8

50 △12,035,

号

550 △12,035

】

,550

減価償却費・

平

直接資本減耗相当額 0

成

0 0 0 △9,366,

２

087 △9,366,

５

087 △9,366,

年

087

除売却相当額 0

度

0 0 0 △2,669,

　

463 △2,669,

小

463 △2,669,

田

463

②固定資産の増

原

加 1,997,757

市

0 878,390 2,

　

254,068 7,6

連

21,117 12,7

結

51,332 12,7

純

51,332

固定資産

資

形成 1,997,75

産

7 0 878,390 2

変

,254,068 2,

動

026,359 7,1

計

56,574 7,15

算

6,574

無償所管換

書

等 0 0 0 0 5,594

（

,758 5,594,

N

758 5,594,7

W

58

２．長期金融資産

M

の変動 0 0 1,702

）

0 862,123 86

（

3,825 863,8

自

25

①長期金融資産の

平

減少 0 0 0 0 △172

成

,725 △172,7

２

25 △172,725

５

②長期金融資産の増加

年

0 0 1,702 0 1,

　

034,848 1,0

４

36,551 1,03

月

6,551

３．評価・

　

換算差額等の変動 △1

１

2 △12 △12

①評価

日

・換算差額等の減少 0

 

0 0

再評価損 0 0 0

そ

至

の他評価額等減少 0 0

平

0

②評価・換算差額等

成

の増加 △12 △12 △

２

12

再評価益 △12 △

６

12 △12

その他評価

年

額等増加 0 0 0

Ⅲ．少

　

数株主持分変動の部 0

３

0

１．少数株主持分の

月

減少 0 0

２．少数株主

　

持分の増加 0 0

Ⅳ．そ

３

の他の純資産変動の部

１

0 0 0 0

１．開始時未

日

分析残高 0 0 0

２．そ

）

の他純資産の変動 0 0

（

0

その他純資産の減少

単

0 0 0

その他純資産の

位

増加 0 0 0

当期変動額

：

合計 2,910,11

千

8 △2,254,06

円

8 656,049 1,

）

997,757 0 88

財

0,092 2,254

源

,068 △3,552

財

,309 △12 1,5

源

79,597 0 0 0 0

合

2,235,647

当

計

期末残高 27,956

資

,941 △8,615

産

,409 19,341

形

,532 7,249,

成

204 369,589

充

6,310,356 8

当

,615,409 △2

財

3,774,962 3

源

,170,030 1,

資

939,627 0 27

産

9,581,353 0

形

279,581,35

成

3 300,862,5

充

14

当 少数株主 その他の純資産 その他の純
純資産合計

財源余剰
未実現財源

税収 社会保険料 移転収入 公債等
その他の 評価・換算 開始時未

その他純資産財源合計 持分合計 資産合計
消費 財源の調達 差額等 分析残高

前期末残高 25,046,823 △6,361,341 18,685,482 5,251,446 369,589 5,430,265 6,361,341 △20,222,652 3,170,042 360,032 0 279,581,353 0 279,581,353 298,626,866

当期変動額

Ⅰ．財源変動の部 2,910,118 △2,254,068 656,049 656,049

１．財源の使途 △93,741,741 △2,254,068 △95,995,809 △95,995,809

①純経常費用への財源措置 △81,585,550 0 △81,585,550 △81,585,550

②固定資産形成への財源措置 △4,902,506 △2,254,068 △7,156,574 △7,156,574

事業用資産形成への財源措置 △3,055,247 △1,090,251 △4,145,498 △4,145,498

インフラ資産形成への財源措置 △1,847,259 △1,163,817 △3,011,076 △3,011,076

③長期金融資産形成への財源措置 △904,717 0 △904,717 △904,717

④その他の財源の使途 △6,348,968 0 △6,348,968 △6,348,968

直接資本減耗 △6,228,237 0 △6,228,237 △6,228,237

その他財源措置 △120,731 0 △120,731 △120,731

２．財源の調達 96,651,859 96,651,859 96,651,859

①税収 34,991,991 34,991,991 34,991,991

②社会保険料 9,658,006 9,65



（

の元本償還支出 613

単

,133

２．財務的収

位

入 15,184,85

：

4 ＡＢ＝Ｙ＋Ｚ＋ＡＡ

千

①公債発行収入 8,7

円

47,654 Ｙ

公債（

）

短期）発行収入 0

公債

【

発行収入 8,747,

経

654

②借入金収入 6

常

,429,668 Ｚ

短

的

期借入金収入 6,42

収

9,668

借入金収入

支

0

③その他の財務的収

区

入 7,532 ＡＡ

財務

分

的収支 △5,414,

】

814 ＡＣ＝ＡＢ－Ｘ

Ⅰ

当期資金収支額 1,8

．

25,269 ＡＤ＝Ｕ

経

＋ＡＣ

期首資金残高 8

常

,657,481 ＡＥ

的

期末資金残高 10,4

収

82,750 ＡＦ＝Ａ

支

Ｄ＋ＡＥ → ＢＳへ

１．経常的支出 105,195,483 Ｃ＝Ａ＋Ｂ

①経常業務費用支出 48,113,121 Ａ

人件費支出 20,500,243

物件費支出 8,000,474

経費支出 10,184,713

業務関連費用支出（財務的支出を除く） 9,427,691

②移転支出 57,082,362 Ｂ

他会計への移転支出 0

補助金等移転支出 41,215,818

社会保障関係費等移転支出 15,436,522

その他の移転支出 430,022

２．経常的収入 117,74

【

2,610 Ｈ＝Ｄ＋Ｅ

様

＋Ｆ＋Ｇ

①租税収入 3

式

5,303,049 Ｄ

第

②社会保険料収入 9,

9

768,100 Ｅ

③経

号

常業務収益収入 30,

】

696,407 Ｆ

経常

平

収益収入 29,849

成

,295

業務関連収益

２

収入 847,115

④

５

移転収入 41,975

年

,052 Ｇ

他会計から

度

の移転収入 0

補助金等

　

移転収入 26,293

小

,236

その他の移転

田

収入 15,681,8

原

16

経常的収支 12,

市

547,127 Ｉ＝Ｈ

　

－Ｃ

【資本的収支区分

連

】

Ⅱ．資本的収支

１．

結

資本的支出 6,520

資

,939 Ｎ＝Ｊ＋Ｋ＋

金

Ｌ＋Ｍ

①固定資産形成

収

支出 4,390,10

支

1 Ｊ

②長期金融資産形

計

成支出 1,704,8

算

01 Ｋ

③連結の範囲の

書

変更を伴う出資・出捐

（

支出 0 Ｌ

④その他の資

C

本形成支出 426,0

F

38 Ｍ

２．資本的収入

)

1,213,896 Ｓ

【

＝Ｏ＋Ｐ＋Ｑ＋Ｒ

①固

3

定資産売却収入 62,

区

505 Ｏ

②長期金融資

分

産償還収入 427,8

形

93 Ｐ

③連結の範囲の

式

変更を伴う出資・出捐

】

償還収入 0 Ｑ

④その他

（

の資本処分収入 723

自

,499 Ｒ

資本的収支

平

△5,307,043

成

Ｔ＝Ｓ－Ｎ

基礎的財政

２

収支 7,240,0

５

83 Ｕ＝Ｉ＋Ｔ

【財務

年

的収支区分】

Ⅲ．財務

　

的収支

１．財務的支出

４

20,599,669

月

Ｘ＝Ｖ＋Ｗ

①支払利息

　

支出 2,336,93

１

6 Ｖ

公債費（利払分）

日

支出 2,231,27

 

1

借入金支払利息支出

至

105,665

②元本

平

償還支出 18,262

成

,734 Ｗ

公債費（元

２

本分）支出 10,04

６

7,050

公債（短期

年

）元本償還支出 9,7

　

05,724

公債元本

３

償還支出 341,32

月

6

借入金元本償還支出

　

7,602,550

短

３

期借入金元本償還支出

１

6,354,000

借

日

入金元本償還支出 1,

）

248,550

その他


